
中核市・特例市グリーンニューディール基金の創設 

 

 

（１）事業の概要 

地球温暖化対策推進法の改正（平成 20 年６月）に基づき、地方公共団体

実行計画の策定が都道府県・政令指定都市・中核市・特例市に義務づけられ

た。 

このうち、都道府県・政令指定都市に対しては、平成２１年度第１次補正

予算において、「地域グリーンニューディール基金」を造成し、地方公共団

体実行計画遂行のため、国からの財政支援を行っている。同様に計画の策定

が義務付けられている中核市・特例市において、地方公共団体実行計画の策

定に基づく地球温暖化対策の推進を目的として、「中核市・特例市グリーン

ニューディール基金」を創設するものである。 

 

（２）事業計画 

（３）に定める事業を実施するための財源として、中核市・特例市に補助

金を交付し、「中核市・特例市グリーンニューディール基金」を新たに造成

する。本補助金に係る基金の有効期間は、平成 23 年度末までとする。 

 

（３）基金対象事業 

基金を充当して実施する事業は、以下に例示する事業とする。 

a.各自治体の公共施設や民間事業者等の施設・設備について、複数の省エ

ネ技術を組み合わせて効果的に実施する省エネ改修  

b.地域における公共交通機関の利用者の利便の増進等に資するためのガ

ソリン車からの代替促進  

c.間伐材等の地域資源を有効に活用するための設備の整備等 

 

（４）事業実施主体   

基金の造成先は中核市（４１団体）及び特例市（４１団体） 

 

（５）予算額  ６，０００百万円 

 

 



（基金対象事業の例）

補助金

○平成20年6月、地球温暖化対策推進法の改正により地方公共団体実行計画の策定を義務付け。
○中核市・特例市に、実行計画に基づく取組を支援するための基金を造成し、地域の取組を支援。

＜基金を活用して行う事業例＞
・各自治体の公共施設や民間事業者等の施設・設備について、複数の省エネ
技術を組み合わせて効果的に実施する省エネ改修

・地域における公共交通機関の利用者の利便の増進等に資するためのガソリ
ン車からの代替促進
・間伐材等の地域資源を有効に活用するための設備の整備等

を支援

複合的改修の例

中核市・特例市グリーンニューディール基金の創設

環境省

中核市（41団体）・特例市（41団体）

地域独自の工夫を
活かしたコミュニティ
サイクルの取組

各地域の実情に応じて、地方公共団体実行計画の着実な実施を促進することにより、
1990年比25%削減という目標の達成を目指す

事業計画 事業実績報告

間伐材等、地域独
自の資源を活用し
たペレットストーブ
やペレットボイラー

の導入

基金を造成
３年間で取り崩して活用

地球温暖化対策推進法に基づく地方公共団体実行計画に基づく事業

地方公共団体事業への充当
民間事業者への補助 等

※都道府県・政令指定都市に対しては、平成21年度補正予算において、地域グリーンニューディール基金を造成し、地方公共団体実行計画に
基づく取組を支援。

太陽光パネ
ルの設置

二重サッシ
化などの
断熱改修

LED照明の
導入
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